Urban Disaster Mitigation Efforts : The Situation and its Evaluation by 小川 雄二郎





























































































































































































































































































































































1964 新潟地震(6) 国会震災対策委員会 東凪都地震対策発足(6) 河角博士69年周期説
四日市市臨海部防災計画C.9-65.3)




1966 建設省地盤沈下地帯における・ (十字架ベルト 東京都防災会議地震部会第l次答申 大震火災 東R都東京大震火災の避難に関す
構想〕 時の避難場所 る研究その 2
1967 消防庁消防審議会答申超両層建築物及び地下 東R都 42避難場所指定問 東凪都東京都大震火災時の避難に
街の防災対策について 関する研究その 3
1968 十勝沖地震(5) 建設省 江東地区防災拠点等防災都市建設調査 ..東凪都 江東地区防災拠点等防災都市建設調査 建設省 防災拠点における建築物火












針 東京都 46避難場所指定 (2箇所追加〉 人的被害に関する研究(3)






1972 千日デパート火災(5) 建設省、神奈川県、横浜市、川崎市京浜防災遮 東京都 白髪防災拠点基本計画 東R都広域避難対策実施に関する




1973 メキシコ地震(8) 消防庁、通産省 コンビナート対策 大阪市地下街災害に関する研究 東京都大震火災時の避難場所の機




1974 伊豆半島沖地震(5) 国土庁発足 大都市震災対策に関する研究 -75 
へルー 地震(10) 建設省防災対策緊急事業
パキスタン北部地震(12)





1976 ガァマフ地震(2) 建設省都市防災対策室発足 東R都防災会議地震部会第5次答申 大震災時 建設省 防災都市建設計画調査-78
北イタリア地震(5) 都市防災総合委員会提言'都市防災対策の今後の 広域避難場所の現況調査と適地選定に関 建設省:城西地区避難施設整備計画
唐山地震(7) 進め方についての提言 する調査研究(3) 調査





1978 伊豆大島近海地震(1) 大規模地震対策特別措置法公布(6) 塩竃市.防災緩衝緑地整備 (78-82) 建設省都市防災不燃化促進事業調
宮城県沖地震(6) 建設省 防災建築事業計画作成費補助 樫望都ー東京都区部における地震被害の想定(3) 査始主る
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東R都 大震火災時における避難場所及び地区割 建設省 総合都市防災対策調査
当計画(6) 建設省 防災建設事業推進調査


















































































































1975. 8.18 緊急事業薬画 1979.12.22 1986. 9.25 
基本的な計画 大都市震災対策施設整備計画 防災対策緊急計画 基本計画
(1975年度末までに作成) (10年間での整備計画〕 〔将来20-30年先を見据える〕
緊急を要する 防災対策緊急事業計画 防災対策事業強化計画 十か年計画
事業の計画 (10年間での整備計画) (5年間での整備計画〕 00年間の整備計画)









対象区域の抽 ①人口密度150人/ha ①50 ha以下の整形の区域ごとに算定 ①市街化区域を基本とする
出基準 ②非耐火建築面積の地区面積比率が した人口密度100人/ha以上 ②地盤、地形、人口、建築物の構造、
20%以上 ②①の地域における非耐火建築面積の 土地利用その他地震による災害の|
③沖積層の存在 地区面積比率が20%以上 発生または拡大に密接に関連する















避難地 -25 ha以上を確保することを目途 -10 ha以上の公園、緑地、広場その他 -避難地は公園、緑地、広場その他










避難地 -周辺の市街地大火による輯射熱か -避難地内部にあって周辺の市街地大 -避難地内部において、周辺の市街








防災対策緊急事業計画 東海地震の強化地域における防災対策 都市防災構造化対策事業計画 51 
1975. 8.18 緊急事業薬画 1979.12.22 1986. 9.2 





避難地 -避難有効面積を避難者一人当たり -避難有効面積を避難者一人当たり必 -有効避難面積を避難者一人当たり l




避難地 -周囲を囲む局層建築物及び防災上 -周囲を囲む、建築物及び防災上必要 -市街地耐火の轄射熱等に対する安
避難地周辺の 必要な施設について、耐震性、耐 な施設について、耐震性、耐火性の 全性を向上させる必要のある避難








避難地 -平均満潮水位以下の広域避難地に -平均満潮水位以下の避難地について -地盤局さが平均満潮水位以下の避
避難地の浸水 ついては、かさ上げ等を行うこと は、かさ上げ等を行うことにより避 難地については、かさ上げ等避難
対策 により避難者を浸水から守ること 難者を浸水から守ることとする 者を浸水から守るために必要な措
とする 置を講ずるものとする










避難路 く特別避難路〉 -幅員15m以上の道路または幅員10 -幅員15m以上とする






避難路 〈特別避難路〉 -沿道は避難者を市街地大火から守る -避難路沿道の建築物については避













1975. 8.18 緊急事業薬画 1979.12.22 1986. 9.25 
避難路 く特別避難路〉 -避難路には必要な箇所に貯水槽等の -避難路の沿道には、必要に応じ消













































































































































































































































































































































東京都 26 34 
大阪府 2 2 
宮城県 1 I 
愛知県 2 2 
静岡県 1 1 












































































































地 区 災害種別 死者 負傷者 損害額百万
1964. 6.11 京浜臨海 製造所爆発火災 15 103 107 
1964. 6. 16 新潟西港 タンク火災 。 。 2.743 
1968. 1. 24 京葉臨海中部 プラント爆発火災 。 46 180 
1969. 1. 27 名古屋港臨海 プラント火災、中毒 。114 。
1970. 2.25 京浜臨海 プラント爆発火災 。 3 12 
1970. 2.26 京浜臨海 プラント火災 。 5 700 
1972. 1. 8 京浜臨海 タンク爆発火災 。 2 12 
1973. 7. 7 徳山・新南陽 プラント火災 1 。 2，500 
1973. 10. 8 京浜臨海中部 プラント爆発火災 2 11 2，500 
1973.10.28 直江津 プラント爆発火災 1 12 520 
1973.11. 22 大 分 石油プラント火災 。 5 12 
1974.12.18 水島臨海 タンク漏洩 。 。 50，000 
1975. 2. 16 四日市臨海 タンク火災 。 。 36 
1976. 3. 9 姫路臨海 タンク爆発火災 。 。 153 
1978. 6.12 仙 A口A タンク漏洩 。 。 4，275 
1978. 6. 15 堺泉北臨海 プラント火災 。 。 0.2 
1978. 11. 8 四日市臨海 タンカー漏洩 。 。 770 
1979. 1. 8 京浜臨海 プラント火災 。 。 0.2 
1979. 6. 16 岩国・大竹 プラント漏出 。 11 0.1 
1979. 7. 5 鹿島臨海 プラント爆発火災 。 2 0.1 
1980. 4. 1 徳山・新南陽 プラント破裂 。 。 200 
1981. 1. 6 京浜臨海 タンカー爆発火災 3 2 128 
1982. 3.31 鹿島臨海 プラント爆発火災 2 6 3，000 
1983. 5.26 秋 田 タンク火災 。 。 305 
1984. 3. 5 岩国・大竹 タンク爆発火災 。 。 78 
1985.12.17 水島臨海 タンカー爆発 2 。 111 
1987. 5.26 品川・大井 タング爆発火災 4 60 





















































































































Urban Disaster Mitigation Efforts (U. D. M. E.) (都市防災対策)， Urban Disaster 
Countermeasures Master Plan(都市防災基本計画)， The buildings' reconstuction subsidy 
program (都市防災不燃化促進事業〉
110 総合都市研究第47号 1992
Urban Disaster Mitigation Efforts 
-The Situation and its Evaluation 
Yuiiro ugawaホ
*Urban Safety Research 1nstitute 
Comprehensive Urban Studies，No. 47，1992， pp.91-109 
This paper is the situation and evaluation of Urban Disaster Mitigation Efforts in ]apan. 
Firstly， auther traced the history of Urban Disaster Mitigation Efforts (U. D. M. E.) in ]apan since Edo 
era. Since Edo era， many U. D. M. E. were done， but basic Laws and Acts of U. D. M. E. had been prepared 
after Meiji Restoration. 1n 1960's Prototype of present U. D. M. E. was established. 
Secondly， present Major U. D. M. E. are described and evaluated. Urban Disaster Countermeasures 
Master Plan which is most1y basic and important plan and Ministry of Construction asked to establish to 
maior cities in ]apan since 1980 is evaluated from view point of technical standard of guideline of the plan 
issued by Ministry of Construction. The buildings' reconstruction subsidy program to unframable is also 
evaluated. This program is to reconstruct the built-up city unframable and strengthen against possible 
earthquakes. Ten years from the biginning of this program， the subsidies were offered. 1n some areas， the 
resu1t reached to the unsufficient level. The auther tries to study the reasons and possible measures for the 
lmprovement. 
